
 

本論文は 

世界経済評論 2019 年 7/8 月号 
（2016 年１月発行） 

掲載の記事です 

(2019 年 7月発行) 

掲載の記事です 



Ⅰ 一線を超えたハンガリーFIDESZ

政権

ハンガリー政府は 2015 年夏の難民大量流入

以降，難民・移民の受入れに厳しい態度を貫い

ている。2015 年 9 月の冷静な対応策の提起か

ら次第にエスカレートして，2016 年からは欧

州委員会がジョージ・ソロスと結託して，難

民・移民の無条件受入れ（EU加盟国への強制

割当）を無理強いしようとしているという陰謀

史観的なキャンペーンを強めてきた。

2019 年に入り，5 月の欧州議会選挙を睨ん

で，FIDESZ 政権は新たな政治的キャンペーン

を始めた。ジョージ・ソロスと欧州委員会ジャ

ン=クロード・ユンケル委員長の写真を並べ，

「ブリュッセルの企みを，国民は知る権利があ

る」という批判キャンペーンを展開した。全土

に巨大なポスターを貼り巡らし，個別の家庭に

はリーフレット版を郵便で送付するという念の

入れようである。今までハンガリー出身のソロ

スを批判しても，欧州委員会委員長を名指しで

批判することはなかったが，今回はユンケル氏

をソロスの共謀者として批判の俎上に載せた。

明らかに，ハンガリー政府の政治的キャンペー

ンは一線を超えた。

ハンガリーの政権政党 FIDESZ が属する

EPP では，同じ会派出身のユンケル氏を批判

の俎上に載せたことから，会派に属する各国諸

政党の代表が EPP 会派から FIDESZ の除名を
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求めた。調子に乗りすぎた FIDESZ は形勢不

利とみて，巨大ポスターを家族政策ポスターに

張り替えつつあるが，すでにハンガリー全土に

貼り巡らされたポスターをすべて取り換えるこ

とは不可能である。

この新たな反 EUキャンペーンにたいし，マ

ンフレッド・ウェーバー EPP 議員団長は，

FIDESZ にたいして，EPP グループ残留の条

件として，以下の三つの要件を提示した。

一つは，ブリュッセル（EU）にたいする政

治的非難キャンペーンを止めること。

二つは，EPP グループを構成する兄弟政党

とユンケル氏へ謝罪すること。

三つは，CEU（Central European Univer-

sity，中欧大学）をブダペストに残すこと。

ウェーバー議員団長は急遽，3 月 12 日にブ

ダペストを訪問し，オルバン首相と会談した。

この会談に先立ち，ウェーバー氏は CEU へ直

行し，大学幹部と話し合いをもった。学問・研

究の自由の観点から，EPP にとって CEU問題

は看過できないという理由からである。ウェー

バー氏は上記の三要求をオルバン首相に迫った

が，明確な回答は得られなかった。

その後，3 月 20 日に開かれた EPP 会議で，

FIDESZ の資格停止提案が，190 対 3 の圧倒的

多数で可決された。即時除名でなく，資格停止で

EPP 指導部と FIDESZ との間で妥協が成立し

た。EPPは 3名の賢人会議を立ち上げ，FIDESZ

問題に対処することになった。EPP グループ

内で 14 議席を保有している FIDESZ は無視で

きない存在であり，他方で会派除名でポピュリ

ストの小会派へ移ることは FIDESZ の本意で

ない。この政治的駆け引きは欧州議会選後まで

続く見通しである。

Ⅱ オルバン首相VSジョージ･ソロス

ハンガリー政府は民族主義的で内向きのイデ

オロギー・キャンペーンに精を出しているが，

2015 年初秋の難民・移民大量流入の初期段階

では，きわめて真っ当な政策提言をおこなって

いた。

2015 年夏からトルコ経由で欧州に押し寄せ

た難民・移民の大量流入にたいして，欧州司

法・内務理事会は 9月 3日，ギリシア，イタリ

ア，ハンガリーに滞留している 12 万人の「難

民」のクォーター（強制割当）を決めた。これ

に反対するハンガリーのオルバン首相は，以下
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の 6点の提案を行った（2015 年 9 月 23 日）。

1．ギリシア国境は EU 諸国が共同で防衛す

べきである。

2．難民と移民はシェンゲン国境外で選別さ

れなければならない。

3．EU は（難民を受け入れるべき）平和国

のリストを作成しなければならない。

4．EUは大量の難民･移民に対応するために，

EU 予算の歳入を 1％上げ，歳出を 1％下

げて，30 億ユーロの資金を捻出すべきで

ある。

5．難民・移民危機に対応するために，たと

えばトルコやロシアなどの友好国を巻き

込んだ対応が必要である。

6．難民・移民危機にたいして，グローバル

な割当を導入し，すべての関連諸国の協

力を得るべきである。

当時，この提案は他の EU諸国から一瞥もさ

れなかったが，提案そのものは時宜を得たもの

だった。2015 年当時の各国政府は，直面する

事態に右往左往するばかりで，問題処理の基本

を議論することができなかった。

このオルバン提案にたいして，ジョージ・ソ

ロスはすぐに反論し，6 点に渡る逆提案を行っ

た（2015 年 9 月 26 日）。

1．EU は当面，少なくとも年 100 万人の難

民を受け入れるべきである。

2．EU は 400 万人の難民を支えるために，

グローバルに資金調達の活動を開始すべ

きである。

3．EU は難民・移民庁を設立し，かつ単一

のEU国境隊を作るべきである。

4．難民のために安全なルートを敷くべきで

ある。

5．EU による難民・移民の対処・資金調達

法は，今後の難民・移民対処のグローバ

ル・スタンダードになるべきである。

6．EU は民間の NGO，教会，産業界を動員

して，難民・移民の支援を仰ぐべきであ

る。

この提案にたいして，オルバン首相は「ヨー

ロッパの民族国家を弱体化させ，ヨーロッパの

伝統的生活様式を変えようとするものだ。移民

を支援する活動家は，密航ネットワークの中で

活動している」（2015 年 10 月 30 日）と批判し

た。これにたいして，ソロスは即座に，「（オル

バン首相の）計画は難民を邪魔者扱いし，国境

を守ることだけを考えたものだ。我々の計画は

（それとは逆に）国境を障害物と考え，難民を

救済することを目的とするものだ」と反論した。

ここからハンガリー FIDESZ 政権とソロス

との間で激しい対立関係が始まった。

Ⅲ 「偏狭な民族主義ポピュリズム」

批判は正しいか

西欧諸国はソロスの提言のように，難民と移

民を厳格に区別することなく，積極的に「移

民」を受け入れている。労働力にたいする産業

界の渇望もあるが，西欧の政治家や知識人には

歴史的原罪への贖罪意識が強い。植民地主義や

人種差別（ユダヤ人迫害）への歴史的原罪意識

が，難民や移民への寛容な政策や態度になって

現れている。

他方，第二次世界大戦後から旧植民地の移民

を受け入れてきたフランス，オランダ，ベルギー

や，多くのゲストワーカーを受け入れてきたド

イツは，数十年の歴史的時間を経ても，イスラ

ム系移民の当該社会への同化に成功していな

い。イスラム系移民には宗教的な規範を定住し
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た当該社会の規範の上位に置く者が多く，それ

が大きな社会的軋轢を生んでいる。ヨーロッパ

でベストセラーになっているダグラス・マレー

（Douglas Murray）は，その著書 Strange Death

of Europe, Bloomsbury, 2017（邦訳『西洋の自

死』，東洋経済，2018 年）で，西欧諸国の歴史

的原罪への贖罪意識が難民・移民の犯罪隠蔽や

同化拒否を容認する姿勢を生み，伝統的な西欧

的価値が崩壊していくプロセスを凝視してい

る。

2015 年大晦日の夜，ケルン駅周辺に集まった

1000 人近いイスラム系難民・移民が犯した集

団婦女暴行や窃盗（1000 件近い被害）につい

て，ドイツ政府は数日間にわたって沈黙を続け

た。難民・移民が罪を犯したことを認めると，

あたかも歴史的贖罪ができなくなるかのような

錯覚が，ドイツの政治家を支配している。同じ

ことは，難民・移民を積極的に受け入れた北欧

諸国でも観察できる。マレーは歴史的原罪感が

「罪悪感のマゾヒズム」（tyranny of guilt）を生

み出し，それが「道徳的自己陶酔」（moral self-

absorption）の役割を果たしているという。

西欧のリベラル政治家は，難民・移民受入れ

に消極的な諸国を，「偏狭な民族主義的ポピュ

リズム」と非難してきた建前上，一部とは言え

難民・移民が犯罪集団になり得ることを認めた

くない。不都合な事実を可能な限り隠そうとす

る心理は，きわめて特異だと言わざるを得ない。

他方，ハンガリーを含めた中・東欧諸国には

西欧諸国のような歴史的原罪意識はない。した

がって，贖罪意識で難民・移民を受け入れる感

情はない。せっかくソ連支配から逃れた諸国

が，社会へ同化することに消極的なイスラム系

住民を受け入れなければならない理由がない。

これを民族主義的ポピュリズムと非難するだけ

では，問題の本質を見失う。

難民・移民を受け入れてもなお，社会が欧州

のキリスト教的文化価値を維持し続けることが

できれば問題はない。しかし，ほとんどの西欧

諸国ではイスラム教の規範がキリスト教的価値

を浸食している。これが多文化主義ヨーロッパ

への望ましい発展だろうか。イスラム文化とキ

リスト教文化の共存することが，EU統合の姿

なのだろうか。少なくとも，中・東欧諸国はそ

のようには考えていない。

難民・移民の受入れには厳格な条件が不可欠

である。自らの宗教的規範を当該社会の社会的

規範の上位に置かない，当該国の言語を学び社

会への同化に努力し，当該社会の発展に寄与す

ることが定住の条件になるべきである。社会へ

の同化を条件にしなければ，やがて欧州の社会

的文化的価値は衰退していくだろう。それがダ

グラス・マレーの「西洋の自死」なのである。

このように見てくると，ハンガリーが主導し，

周辺の中欧諸国（V4 諸国=ハンガリー，チェ

コ，スロヴァキア，ポーランド）が，難民・移

民の強制割当に反対していることに，正当な根

拠がある。西欧諸国や北欧諸国が伝統的価値の

犠牲の上に多文化主義へと舵を切っているのに

たいし，中欧諸国は欧州の伝統的価値の保持と

民族国家の継続的維持を主張している。明らか

に，EUは西と東で異なる価値観の対立と分裂

の時代を迎えている。

Ⅳ EU批判，ソロス批判の意味

FIDESZ 政権は難民・移民の強制割当反対が

国民の支持を得ていることに確信を深め，EU

の政策批判とソロス批判を国内の政治的基盤の

強化に使うことを政治戦略にした。もともと
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FIDESZ は体制転換時（1989 年）に，共産主義

青年同盟（KISZ）の下級幹部たちが中心となっ

て結成した政党である。党名の FIDESZ は

Fiatal Demokraták Szövetsége（Young Demo-

crats Alliance, 青年民主連合）の略語である。

KISZ の上級幹部の多くは旧共産党（社会主義

労働者党）の改革派と組んで体制転換で漁夫の

利を得たが，下級幹部の一部が既成の人脈に反

発し，しがらみに囚われない独立グループを結

成したのである。オルバン・ヴィクトル首相も

アーデル・ヤーノシュ現大統領も有能ではあっ

たが，共産主義青年同盟内で上級幹部でなかっ

たことが，その後の政治家人生を決めた。

1989 年から今まで FIDESZ を率いるオルバ

ン党首は，1998 年に社会党（旧共産党の改革

派グループ）から権力を奪取し，第一次オルバ

ン内閣（1998-2002 年）を樹立したが 1 期で野

に下った。この政治的敗北から得た教訓が，現

在の FIDESZ の政治戦略になっている。その教

訓とは，メディアへの影響力確保（新聞雑誌，

国営放送の掌握）の必要性，イデオロギー闘争

（共産主義批判，社会党批判）の重要性，地方

や国外の同胞を惹き付ける民族主義への依拠で

ある。

2010 年以降，この三つの教訓を梃子に，総

選挙の得票率 50％（絶対有権者数の 35％）と

いう驚異的な政治的支持基盤を築いてきた。支

持基盤は大都市ブダペストを除く地方の市町村

である。政府に批判的なブダペスト市民や知識

人の数は高が知れている。ブダペスト以外のす

べての地方の町村を抑えれば政権基盤は盤石に

なる。これが現在の FIDESZ 政権を支える政

治戦略である。

2016 年 10 月，ハンガリーは「EU の難民・

移民の強制割当」の是非を問う国民投票を実施

した。投票率は 40.41％と過半に満たず国民投

票は成立しなかったが，FIDESZ 政権は投票数

の 98.33％，絶対有権者数の 39.68％が強制割

当に反対した事実を強調することで，国民の意

思が示されたと内外に宣伝した。

また，2017 年から「国民コンサルテーショ

ン」という国民投票まがいの政治的キャンペー

ンを展開し始めた。政府は 6つの質問を付した

質問票を有権者に郵送し，それぞれに賛否を記

したものの返送を求めた。その 6つの質問とは

以下の通りである。

1．ブリュッセルは電気・ガス料金の強制引

下げを止めさせようとしている。

2．ブリュッセルは不法入国者をハンガリー

に押しつけようとしている。

3．ブリュッセルは不法入国者を援助する国

際組織を支援している。

4．ブリュッセルはハンガリーの内政介入を

狙って，国外から資金提供する組織を支

援している。

5．ブリュッセルはハンガリーの雇用創出政

策を批判している。

6．ブリュッセルはハンガリーの減税措置を

批判している。

これにたいして，欧州委員会は「ブリュッセ

ルという機関は存在しない」とし，ハンガリー

政府による日常的な選挙キャンペーンの疑いが

あるとして調査を始めた。

さらに，2018 年には，反ソロスキャンペー

ンの一環として，「ソロス計画にたいする国民

コンサルテーション」と称して，有権者に 7項

目の質問への賛否を求める質問票を送付した。

国際投資家で慈善事業家でもあるソロスがこれ

まで，書籍や新聞などのメディアを通して発言

してきたことをまとめて，それを「ソロスの 7
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つの計画」1) と称して列挙したものである。

長期にわたる政府の宣伝や政権政党の政治運

動もあって，質問票へ回答（ソロス計画に反

対）は 200 万通を超え，政府は大成功と自賛し

たが，ハンガリー政府から欧州委員として派遣

されているナヴラチッチ・ティボール（教育・

文化・青年・スポーツ担当委員）は，「政府が

2015 年のソロスの言動にもとづいて一つ二つ

の質問を作成したのは理解できるが，欧州委員

会にソロス計画なるものは存在しないし，作業

部会でもそのようなものは存在しない」と語っ

た。また，自由選挙後のアンタル内閣時（1990-

1994 年）に外務大臣を務め，第一次オルバン

内閣でアメリカ大使（1998-2002 年）を務めた

ヤセンスキー（Jeszenszky Géza）は，「このよ

うな質問票は国民を見下した政治的キャンペー

ン」と批判した。

このように，FIDESZ 率いるハンガリー政府

は自らの支持基盤確保のために，多額の税金を

使って国民投票まがいの政治的キャンペーンを

行っている。「国外からの理不尽な要求や攻撃

から国民を守る」という政治的キャンペーンを

張ることで，国内の権力基盤を固めている。

Ⅴ ソロス財団への執拗な意趣返し

いかにソロスが EUの指導者と良好な関係に

あり，それなりの影響力を持っているとして

も，ソロスは一介の民間人に過ぎない。それを

ハンガリー国家の敵として，大々的な政治的

キャンペーンを張るのは，1 個人を国家と同等

の対象とする点で間違っている。ところが，ハ

ンガリー政府は難民・移民を支援する民間の

ヴォランティア団体はソロス財団の支援を受け

ているとして，ヴォランティア団体の会計報告

を厳格化する締め付けをおこなってきた。

2017 年 6 月 27 日から施行された「国外の支

援を受けた団体の透明性に関する法律」で，政

府は外国から支援を受けている NGO の監視に

踏み出した。この法律が適用される団体は，年

間 720 万 Ft（およそ 300 万円）以上の援助を

国外から受けている団体・組織で，これらの組

織・団体は管轄庁に登録し，かつ年間 50 万 Ft

（およそ 20 万円）の寄付をする団体・個人につ

いて，その名称（氏名）・所在地等を報告しな

ければならない。これを怠った者は罰則を受け

る。この種の法律は EU内でハンガリーが初め

て採択したもので，ソロスに繋がる財団や組織

の締め付けを狙ったものである。

ハンガリー政府は，これに続いて，「Stop

Soros」と通称した「移民特別税」（2018 年 8 月

25 日施行）を導入し，難民・移民に手を差し

伸べる NGO 団体に特別課税する法律を制定し

た。この法律の対象となるのは，移民を促進す

る活動を行っている組織で，移民教育組織，移

民支援ネットワーク，移民促進のプロパガンダ

の活動を行っている組織である。これらの組織

は物的な支援を受けた月の 15 日までに，税務

当局に資金を提供した組織名・所在地，援助額

を報告し，援助額の 25％を「特別税」として

支払わなければならない。ふつうに考えれば，

政府に代わって難民対応してくれる NGO に，

政府が補助金を支給して活動を支援するのが常

識だが，FIDESZ 政権は徴税で「活動を罰する」

法律を策定したのである。

ハンガリー政府によるソロスへの意趣返し

は，止まるところを知らない。ハンガリー政府

は 2017 年 4 月に高等教育法を改正して，ソロ

ス資金によって設立された大学院大学 CEU を

潰しにかかった。
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いかにソロス財団が出資したとはいえ，実際

の大学教育がソロスのイデオロギーにもとづい

て行われているわけではない。しかも，CEU

の教育・研究は国際的に高く評価されており，

欧州の大学ランキングも高い。政治家オルバン

はイデオロギーで組織や個人を単純に評価する

傾向があり，学問や研究の自由より自らのイデ

オロギーを優先する。「ソロスが設立した大学

では難民・移民を歓迎する教育が行われてお

り，ハンガリーの国益にとって有害だ」という

単純な政治的キャンペーンで，ソロスへの意趣

返しを図った。

CEU はアメリカにキャンパスをもたず，

ニューヨーク州の教育ライセンスにもとづいて

ハンガリーに設立された大学院大学である。オ

ルバン首相の指示を受けて，ハンガリーの当局

者はここに CEU 設立の弱点を見つけ高等教育

法を改正した。その要点は，「ハンガリーで認

可される外国大学は，本国にキャンパスを保有

していること」を条件にし，これを満たさない

CEUを廃校に追い込もうとしたのである。

これにたいして，CEU はニューヨーク州に

キャンパスを開き，高等教育機関の条件を充足

して廃校を避けようとした。ニューヨーク州も

またハンガリー政府との協定締結へ動き，2018

年 4 月にハンガリー人材省（教育省）次官 2名

がニューヨーク州政府を訪れ，ニューヨーク州

とハンガリー政府との間で協定案（ハンガリー

側の署名者は外務大臣）が作成された（その

後，外務大臣は協定案の存在を否定）。しかし，

簡単に首を縦に振らないオルバン首相の意向を

受けて，担当大臣が協定書に署名しないまま時

間が過ぎ，痺れを切らした CEU は，アメリカ

の学位を授与する教育プログラムのウィーンへ

の移転を決定したのである（2018 年 12 月）。

このように，CEU 廃校工作は国内外から批

判されているが，オルバン首相は頑な態度を取

り続け，ウェーバー EPP 議員団長の説得にも

応じていない。
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表1 中・東欧諸国の 1人当たりGDPの推移（ユーロ，市場価格表示）

2000 2005 2010 2015 2017

ブルガリア 1,800 3,100 5,100 6,300 7,300

ルーマニア 1,800 3,800 6,200 8,100 9,600

クロアチア 5,300 8,500 10,500 10,600 11,800

スロヴェニア 11,000 14,600 17,700 18,800 20,800

チェコ 6,500 10,700 14,900 16,000 18,100

ハンガリー 5,000 9,000 9,900 11,300 12,700

ポーランド 4,900 6,500 9,400 11,200 12,200

スロヴァキア 4,100 7,300 12,400 14,600 15,600

エストニア 4,400 8,300 11,000 15,700 18,000

ラトヴィア 3,600 6,100 8,500 12,300 13,900

リトアニア 3,600 6,300 9,000 12,900 14,900

中・東欧平均 4,200 6,600 9,500 11,200 12,500

ユーロ圏平均 21,900 25,800 28,500 31,100 32,900

EU28ヵ国平均 19,800 23,400 25,500 29,100 30,000

注：中・東欧平均はEU加盟の 11ヵ国平均。

出展：WIIW, Handbook of Statistics 2018, November, 2018 より，筆者作成。



Ⅵ 西欧への労働力の流出に悩む

中・東欧諸国

これまで難民・移民の流入をめぐる EUの東

西分裂を見てきたが，中・東欧諸国の経済発展

（東西の所得収斂）が順調に進んでいるわけで

はない。2000 年以降の 1 人当たり GDP の推移

を見たものが，表 1である。この表から分か

るように，体制転換から 30 年近くの時間を経

過してもなお，欧州内部の所得の東西格差が縮

まっているとは言えない。

実はこの背景には，あまり知られていない事

実がある。それは中・東欧から西欧諸国への労

働力の大量移動である。しかも，流出する多く

の労働力は専門家や職人など，西欧で所得を稼

ぐことができる人材なのである。

IMFの専門家グループによる調査（2016 年）

によれば，1990 年以降の 25 年間に，CIS 諸国

を含め，東から西への労働力の流出が 2000 万

人に迫っているという。中・東欧および東南欧

の人口の 5.5％が当該国から西欧へと流出して

いる。とくに EU加盟後の南東欧諸国からの流

出が急増しており，25年の間にこの地域の 1990

年人口の 16％が国を離れた。

これらの諸国の労働力流出は EU加盟後に急

増しており，労働力の自由移動が高額所得を求

める専門技能者や職人の流出を加速させてい

る。とくに医師や看護士の流出は当該社会の医

療制度の維持を脅かす事態になっており，たん

なる労働力の流出では済まされない状況が明ら

かになっている。

中・東欧諸国には多国籍企業が持続的に直接

投資を行っており，当該諸国の輸出のかなりの

75世界経済評論 2019年7月8月号

BREXIT の背後で進行するEUの東西分裂

注：Baltics はエストニア，ラトヴィア，リトアニア。CE-5 はチェコ，ハンガリー，ポーランド，スロヴァキア，スロ

ヴェニア。SEE-EU はブルガリア，クロアチア，ルーマニア。SEE-XEU はアルバニア，ボスニア=ヘルツゴヴィ

ナ，コソヴォ，マケドニア，モンテネグロ，セルビア。CIS はベラルーシ，モルドヴァ，ロシア，ウクライナ。

出所：IMF Staff Discussion Note, Emigration and its Economic Impact on Eastern Europe, p. 9, 2016.

図2 中・東欧，CISからの労働力流出（単位：100万人）



部分を担っている。しかし，これらの多国籍企

業はあくまで西欧市場への生産拠点であり，当

該諸国の国内市場へのインパクトはほとんどな

い。それぞれの諸国の労働者は賃労働を行って

いるのみで，部品供給企業も親会社である多国

籍企業が進出国へ同伴させる場合が多く，国内

部品産業の発展に繋がっていない。

この結果，直接投資が増えても，当該国の市

場経済の発展と所得水準の上昇に直接的に結実

しない。他方で，市場経済の遅れが所得水準の

低位停滞を招いているために，能力のある人々，

高度の専門職の従事者や技術者・技能者が西欧

諸国へ出稼ぎに行くか，移住してしまう。せっ

かく国民経済の対外開放が実現したのに，多国

籍企業は単純労働力のみを必要とし，他方で有

能な人材が西側に流れるという悪循環が続いて

いる。これが中・東欧諸国の経済停滞の主要原

因である。

政治的にも経済的にも，EU内の西と東の格

差や分裂は簡単には修復できない難しい時代に

なっている。

［注］

1）計画 1．「ソロスは 100 万人の移民を欧州に入れるようにブ

リュッセルを説得している」，計画 2．「ソロスはブリュッセ

ル指導者とともに国境鉄条網を切断しようとしている」，計

画 3．「ブリュッセルの移民強制割当はソロス計画の一環であ

る」，計画 4．「ブリュッセルはソロス計画にもとづいて，移

民 1 人につき 900 万 Ft の援助を強制しようとしている」，計

画 5．「ソロスは移民の犯罪刑罰を軽減するように求めてい

る」，計画 6．「ソロス計画の目的は，移民を促進するために，

欧州諸国の言語や文化を蔑ろにするところにある」，計画 7．

「ソロスは移民に反対する諸国への政治的攻撃を強め，厳し

い罰則を求めている」。
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